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最低賃金名
団体等の名称
役職名及び氏名

（株）新来島サノヤス造船

総務部長　松村　信
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船舶製造・修理業，舶用機関製造業



使用者側

　労働者団体から「岡山県　　船舶製造・修理業、舶用機関製造業」　最低賃金改正の申出がなされておりますので、

これに対する貴団体（事業所）の意見及び当該産業の実態等をお聞かせ下さい。

１．　　貴団体あるいは事業所の名称等

○名称 ○意見発表者　　役職　　氏名

株式会社新来島サノヤス造船 　　役　職 　　総務部長

　　氏　名 　　松　村　　信

２．　　賃金の動向

総合重工６社においての賃金改善については要求通りとはならなかったものの概ね各社が対応する形での回答となった。

また、定期昇給については各社の制度に基づき実施となった。

中手専業各社においては大半が賃金改善への対応は無いものの、一部においては若年層の賃金改善に重点を置いた改善を行う企業も見られた。

当社における賃金改善についても特に若年層から中間層に重点を置いた形での賃金改善を行う事での合意に至った。

３．　　上記産業別最低賃金が適用される業種の経済情勢及び今後の見通し

2021年度の造船業においてはコンテナ船の好決算及びバルカー市況の約10年ぶりの高値となり、コロナ禍において移動制限が続き

営業活動に制限がかかっているにも関わらず新造船の発注・需要の急回復に繋がった。

この新造船需要の急回復により受けた恩恵の一つが造船各社の仕事不足の解消である。

約１年前では引き合い案件が少ない中、通常2年程度の手持ち工事量が必要だといわれる中、約１年と非常に厳しい状況であった。

ところが現時点においては最低2年分、長い造船所では3年程度の受注残を確保しているといわれており、2022年6月末時点

の日本における手持ち工事量は前年同月比13.9％増の500隻20.5百万トンという実績となった。

もう一つの恩恵としては船価の上昇である。船種にもよるがバルクキャリアでは2020年アベレージが27百万US＄だったものが

2022年6月では37百万US＄と3割以上の上昇となっており、リーマンショック前の水準ではないもののそれ以降では最も高い

水準となっている。

とは言え、造船所からみれば10年前から比較すると建造にかかわるコストが上がっており、現在の船価の上昇は十分であるとは

言い難い状況である。

具体的な理由としては、10年前と比較しバルクキャリアもタンカーも構造規則の変更での鋼材使用量の増加、ならびに

バラスト水処理装置や排ガス処理装置といった以前には搭載していなかった高価な機器の搭載によるコストの増加である。

海運市況により船価が左右され、製品への価格転嫁が難しい造船業にとっては今回の船価の上昇はこれまでのコスト増が反映され、

ようやく妥当な水準になったとの認識である。

加えて直近での最大の課題としては、「急速な鋼材価格の上昇」が挙げられる。

日本造船工業会の資料によると船価が20％上昇している期間に鋼材価格が60％以上上がったともされており、コストに占める鋼材比率

を考慮しても船価が追い付いていないという状況となっている。

ドル建て契約が多い大手造船所であれば直近の為替円安傾向の恩恵を受けた部分もあるが、中小造船所においては円建て契約

が主体なのでさらに厳しい状況となっている。鋼材価格については今後さらなる値上げ要請もあり、予断を許さない状況と考えている。

そのような状況の中、海洋国家日本の礎を強化すべく、2021年8月に「海事産業強化法」が施行された。

造船会社の生産性向上・再編を通じた事業基盤強化、環境に優しい船舶を導入する海運会社を長期低金利・税制で支援する体制ができた。

また「カーボンニュートラル社会の実現と経済安全保障を両立した上で民間造船所の健全な発展を支援すること」を目的とするが、

ロシアによるウクライナ侵攻など世界情勢が不安定な状況の下、具体的かつ加速した支援が求められており、その取り組みの一つが船舶用LNG燃料

タンク製造の内製化である。

今後船舶の主燃料が重油からLNGへの切り替えが主流となると考えられているが、現在主要部品である燃料タンクの製造は主に中国からの調達に依存

する形となっている。今後の国内需要への納期・価格への対応として当社においても政府支援を受けた形でタンクの内製化への取り組みを開始した。

４．　　雇用情勢および産業別最低賃金改定の必要性について

前述の通り、国内外造船会社は今後2年から3年分という一定の操業量を確保した。

造船業は製造業の中でも労働集約型産業であり、これまでにも一定の労働力確保および維持が課題としてきたが、今後は確保した操業量に応じた

生産力体制の構築が重要な課題なっている。これまでの低操業時における人員計画を見直す必要があり技能職のみならず、設計・生産管理・調達等

あらゆる分野での人材確保に対する策が必要となっている。

直近7月の内閣府による「月例経済報告」によると新型コロナウイルス感染再拡大、ウクライナ情勢の長期化、原材料価格の高騰など様々な

経済リスクがある中においても景気は緩やかに持ち直しており、雇用情勢も持ち直しているという報告がなされている。

岡山県船舶部門の特定最低賃金の改定については過去の審議と同様、現在の情勢に対する課題への議論の他、造船会社を支えている舶用メーカー

部品メーカー、協力会社の経営環境を視野に入れた慎重な議論を行いたいと考える。

「岡山県　　船舶製造・修理業、舶用機関製造業」　最低賃金についての意見要旨


